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論 文 内 容 の 要 旨
第 1 章 序論 
低軌道周回衛星における地球観測は，自然災害時における早期の状況把握によるリスク低減に加え，
インフラ維持管理や農林水産業の効率化など，観測データを活用した新たなソリューションを創出す
る可能性がある．地球観測データを上記活動で有効に活用するためには，高精度なセンサによる観測
に加え，多数の衛星による観測頻度の向上が不可欠であり，これら観測データを迅速に地球局へ伝送
する高速データリンクを確立することが必要となる．
低軌道周回衛星のデータリンクは，従来は X 帯によるデータ伝送が広く用いられているが，伝送速
度の更なる向上に対しては帯域幅が制約となる．そこで，Ka 帯や Q 帯の利用により更なる伝送速度
向上が期待されている．しかし，Ka 帯や Q 帯の利用に際しては，降雨減衰対策と，地上無線システ
ムなどの一次利用者との周波数共用を解決する必要がある．また，大容量データを周回衛星の可視時
間内に伝送し，リアルタイム性を確保する必要がある．
そこで，本研究では，衛星から地球局へのデータ伝送方法及び衛星間データ伝送方法をお互いの位
置関係やデータ滞留量に応じて適応的に制御することで，低軌道周回衛星のネットワーク全体におけ
る通信品質と伝送容量の最適化を図る手法を確立する．
第 2 章 低軌道周回衛星におけるデータ伝送 
本章では，低軌道周回衛星を利用したシステムの概要と，本研究で取り扱う想定課題を示した．
低軌道周回衛星は，地上システムと比較して広域性を有することと，静止軌道と比較して距離が短
く信号の減衰が少ないことから，小型端末による通信システムや観測システムに広く利用されている．
特に，観測衛星システムは，同一軌道面もしくは異軌道面に複数の衛星を配置するようにコンステレ
ーションを組むことで，観測機会の周期性と網羅性を確保することが可能となるため，今後の動向と
して衛星数の増加が想定されることを明らかにした．また，技術的観点では，衛星搭載センサの高精
細化に伴い，衛星-地球局間伝送は Ka 帯を利用した広帯域化の研究がなされており，降雨減衰対策と
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してサイトダイバーシチ技術や適応変調が有効である．また，更なる広帯域化を実現する手段として
他システムと周波数共用条件が成立すれば Q 帯の利用が候補として挙げられる．しかし，低軌道周回
衛星は，衛星の軌道位置によって地上との距離が変動するため，サイトダイバーシチによる降雨減衰
対策や干渉回避は，送受信局の位置関係に応じた制御が必要であることを明らかにした．さらに，観
測衛星ネットワークにおける低遅延伝送を考慮した場合，衛星と地上局の位置関係に応じて可視時間
が変化するという制約を考慮する必要があることを示した． 
 
第 3 章 ダイバーシチゲイン最大化と周波数共用を両立するビーム制御方式 
近年，多くの観測衛星が世界中で運用されており，光学センサや，合成開口レーダの高機能化に伴
い，観測データ量も増大してきているため，観測衛星から地球局への直接データ伝送の速度も増大す
る必要がある．これまでは X 帯によるデータ伝送が広く用いられ，800Mbit/s の伝送が実現されてい
るが，伝送速度の更なる向上に対しては帯域幅が制約となる．そこで，X 帯と比較して 4 倍の帯域幅
を利用可能な Ka 帯を用いた直接データ伝送が検討されている．更には，3GHz を利用可能な Q 帯の
利用により更なる伝送速度向上が期待されている． 
Ka 帯/Q 帯などの高い周波数帯を用いることで，アンテナ利得と利用可能帯域幅が増加するため，
観測衛星から地球局へのデータ伝送速度向上が可能となる．一方で，降雨など大気による減衰も増加
し，特に低仰角は大気通過距離が長いため，影響度が大きい．上記減衰に対し，サイトダイバーシチ
技術は高稼働率化の観点で有効であり，実験による有効性が示されている．また，受信 SNR (Signal 
to Noise power Ratio)に応じて所望の誤り率を満たす変調方式と符号化率を選択する適応変調技術を
用いることで周波数利用効率の向上が期待できる．しかし，X帯からKa 帯やQ帯への以降に際して，
インフラ設備コストの観点から同一の送受信局を流用した場合，高周波化に伴いアンテナパタンが狭
域になるため，受信 SNR は観測衛星と地球局との位置関係に応じて変動するという課題がある．ま
た，Q 帯の利用に際し，観測衛星は二次業務として割り当てられているため，地上無線システムなど
の一次利用者への干渉を規定値未満にしなければいけないという課題がある． 
上記課題に対し，本章では，観測衛星システムの受信 SNR 改善と，地上無線システムへの与干渉
低減について検討を行った．観測衛星システムは複数の地球局と制御局を有し，全仰角において受信
SNR を最大化すると共に，地上無線システムへの与干渉量を規定値未満に抑えるように適応的に観測
衛星の送信ビームを制御する手法を提案した．提案方式は，制御局が観測衛星と地球局と地上無線シ
ステムとの位置関係に応じて受信 SNR と与干渉量を推定し，受信 SNR と与干渉量から導出した評価
値が最大となるように衛星送信アンテナの指向方向とアンテナ回転角を制御する．なお，本手法は，
観測衛星と地上の制御局とのフィードバック情報が不要であり，アンテナ駆動のみで対応可能という
利点を有する． 
 
第 4 章 低遅延データ伝送を実現する衛星間中継伝送 
地球規模の気候変動が進む背景の下，観測衛星を用いた広域観測システムは環境アセスメントや自
然災害に対する早期状況把握の観点で有効である．近年は，観測衛星に光学や合成開口レーダによる
高精度なセンサを備え，また大量の観測データを蓄積する大容量記憶域を搭載する傾向にある．さら
に，低軌道を周回する複数の観測衛星から構成される観測衛星コンスタレーションが，準リアルタイ
ムモニタリングの実現に向けて期待されている．このようなシステムは，高速な画像処理に加え，観
測データを迅速に地上局へ伝送する高速データリンクが要求される． 
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 観測衛星のデータリンクは，データ中継衛星を経由する手段と，観測衛星から地上局へ直接伝送す
る手段がある．ここで，観測衛星は静止軌道に配置されることから，少なくとも 3 機以上のデータ中
継衛星があれば，観測衛星は地球上のいかなる場所においても地上局と通信を確立することができる．
しかし，データ中継衛星は観測衛星を追尾するための大口径アンテナが必要となり，同時接続数は 1
乃至 2 局に限定される．そこで，従来の無線通信に加え，小型化と高速化が可能な光空間通信を衛星
間通信に適用することも検討されており，宇宙空間での実証が進められている．一方，直接伝送回線
は静止軌道と比較して距離減衰が小さいことから高速伝送が可能である．しかし，地上局との通信可
能時間は，衛星と地上局との可視範囲に限定される．さらに，衛星と地上局との位置関係(すなわち仰
角)に依存して回線品質が変動することから可視時間内における伝送容量は送信機会ごとに変化する．
よって，観測衛星は送信可能データサイズ以上のデータを蓄積している場合に，全てのデータを伝送
できない可能性がある． 
 低軌道衛星ネットワークの研究はイリジウム等の通信衛星を対象として多くなされている．しかし，
通信衛星は地球全域をほぼカバーするのに対し，先行研究は観測衛星のように可視時間が限定された
条件は考慮されていない．また，観測衛星は一度に数百 Gbit の観測データを生成することから，先
行研究で広く用いられる Store-and-forward 型プロトコルのようにキュー内滞留遅延が増大する方式
を用いずに中継することが望ましい． 
 上述した課題に対し，本章では，観測衛星コンスタレーションにおいて，送信機会あたりのデータ
伝送確率を向上するマルチキャリア・マルチホップ伝送方式を提案した．提案法では，観測衛星がデ
ータを生成すると制御局が直接伝送回線で通信可能な各衛星における期待伝送量を推定する．そして，
全ての観測データを送信するために必要な複数の地上局を選定するとともに，当該地上局までの衛星
間経路を選定する．なお，経路選択の観点で，従来は，各衛星が隣接する 4 衛星と衛星間通信するこ
とを想定しているのに対し，提案法では搭載性の観点から隣接する 2 衛星との衛星間通信に限定して
検討した．結果，同時観測衛星数が増大した際においても，各衛星の経路がお互いに直交しないよう
に経路選択することで高いデータ伝送確率を実現することを示した． 
 また，観測衛星データリンクは，広帯域化に伴い送信電力も増加することから，高速伝送のために
は高出力化が必要となる．特に，直接伝送回線では大気通過距離が長くなる低仰角での通信や，観測
衛星とデータ中継衛星間の通信が回線設計上のボトルネックとなる．本問題に対し，観測衛星データ
リンクの高速化を目的に，マルチキャリア伝送とシングルキャリア伝送を柔軟に切り替えるマルチキ
ャリア・マルチモード変調器を提案すると共に，試作器を用いて有効性を検証した．提案する変調器
は，2 系統の変調部と 2 系統の送信アナログ系(アップコンバータ，増幅器)を有し，回線品質に応じ
て 2 系統で異なる信号を変調し，周波数多重で送信するモードと，2 系統で同一信号を変調し，同一
周波数で電力合成して送信するモードを実現する．なお，電力合成時には，アナログ系の位相変動に
よりベクトル合成損が生じることから，増幅後の信号をフィードバックして送信位相を制御する． 
 さらには，災害時等，特定の地域で通信・観測需要が増大した場合の対策として低軌道周回衛星と
静止軌道衛星を統合したハイブリッドネットワークが検討されているが，従来の HTS(High 
Throughput Satellite)はビームあたりの周波数帯域幅が固定であり，且つユーザリンクとフィーダリ
ンクの接続関係も静的に割り当てられているため，需要変化に追従できない．よって，本章では，観
測・通信需要の集中に対し，ユーザリンクとフィーダリンクが連続した帯域に割り当てられていると
いう Ka 帯の特徴を活用し，通信需要に応じて各ビームのユーザリンクとフィーダリンクの割り当て
比率を制御する手法を提案し，計算機シミュレーションによりスループットが増大することを示した． 
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第 5 章 結論 
 本研究では，多数の低軌道周回衛星が高精度なセンサで高頻度に観測を行う将来のリアルタイム観
測システムの構築に向けて，観測データを迅速に地球局へ伝送する大容量データリンクを実現する手
法を確立した．本研究により，自然災害リスクの低減や，観測データを活用した新たなソリューショ
ンの出に向けて一定の寄与を果たしたと考える． 
 
論文審査結果の要旨 
 
 低軌道周回衛星では、従来用いられてきた 8GHz 帯よりも広帯域伝送が可能な 40GHz 帯の利用
が有効であるが、降雨減衰や他システムとの干渉により衛星回線の伝送容量が低下するという問
題が存在する。この問題を回避するため、従来技術として、複数の地上局で同一データを受信す
ることで降雨の影響を低減するサイトダイバーシチ技術や、回線品質に応じて変調方式や符号化
方式を制御する適応変調が用いられているが、これらは降雨減衰と干渉を同時に回避することが
できない。そこで本論文は低軌道周回衛星における衛星回線の大容量化を目的とし、衛星から地
球局へのデータ伝送方法及び衛星間データ伝送方法をお互いの位置関係やデータ滞留量に応じて
適応的に制御する手法について研究成果をまとめたものであり、全編 5 章からなる。 
 第 1 章では、低軌道周回衛星におけるデータ伝送に関する研究の背景と課題、本研究の目的と
意義について述べている。 
 第 2 章では、低軌道周回衛星を利用したシステムのうち、観測衛星に着目してシステムの特徴
を整理している。さらに、従来の衛星-地球局間データ伝送方式について、大容量化に向けた課題
として、降雨減衰対策、周波数共用の実現、低遅延衛星間伝送の実現という 3 つの課題を抽出し、
モデル化している。 
 第 3 章では、降雨減衰対策と、周波数共用を両立する手法が提案されている。降雨減衰対策に
ついて、従来はサイトダイバーシチ技術が用いられているが、高周波化に伴い、アンテナパタン
の影響で各地球局における回線品質がアンバランスになるという問題がある。そこで、本章では、
送信アンテナの指向方向を動的に制御するビーム制御方式を提案し、ダイバーシチゲインを最大
化することが示されている。さらに、ビーム制御方式を発展させ、最適な地球局を選択すること
で降雨減衰対策と周波数共用の両立が可能であることが示されており、実用上の観点から高く評
価できる。 
 第 4 章では、観測衛星コンスタレーションを用いたリアルタイムモニタリングシステムを実現
する手法が提案されている。従来は周回衛星の可視時間内に、一つの地球局に対して観測データ
を送信していたため、可視時間内に全てのデータを送信しきれない場合に滞留遅延が生じる問題
がある。そこで、観測データを複数に分割し、異なるルートで複数の地上局へ同時に伝送する、
マルチキャリア・マルチホップ伝送方式が提案されている。また、提案方式を実現するため、衛
星に搭載するマルチキャリア・マルチモード変調器を試作し、有効性が評価されている。このよ
うに、理論と実証の両面で研究成果が得られている点は十分評価に値する。 
 第 5 章は結論である。 
 以上要するに本論文は、多数の低軌道周回衛星が高精度なセンサで高頻度に観測を行う将来の
リアルタイム観測システムの構築に向けて、観測データを迅速に地球局へ伝送する大容量データ
リンクを実現する手法を提案しているものであり、応用情報科学並びに情報通信技術の発展に寄
与するところが少なくない。 
 よって、本論文は博士（情報科学）の学位論文として合格と認める。 
